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久喜市まちづくり推進部都市計画課 

 



「開発許可等の審査基準」について 

 

「開発許可等の審査基準」は、久喜市が開発許可事務を行うにあたっての法令の解

釈や審査基準を示したものです。 

なお、久喜市は、埼玉県の「知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例」に

より、埼玉県から開発許可権限が移譲された自治体です。 

 

「開発許可等の審査基準」では、法令等の略称は次のとおりとします。 

 

法 ………………… 都市計画法（昭和４３年法律第１００号） 

政令 ……………… 都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号） 

省令 ……………… 都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号） 

市条例 …………… 久喜市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例

（平成２２年久喜市条例第２０５号） 

市条例施行規則 … 久喜市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例施

行規則（平成２２年久喜市規則第２０６号） 
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